
世界と日本における地球温暖化と対応策の現状

　気候変動に関する政府間パネル（以下IPCC）の最新の報
告によると，人為的な温室効果ガス（以下GHGs）の排出量
は1850年以降2019年まで一貫して増加し続けている（IPCC 
2022a）．GHGsの総排出量のうち化石燃料および産業由来の
二酸化炭素（以下CO2）が64%をしめており，依然としてCO2
排出量の制御が温暖化のゆくえを握る鍵となっている．日本
国内では，気象庁が大気中のCO2濃度を継続観測している
（図１）．各地における濃度増加率には増減があるものの，
２～3ppm/年ずつ増加の状況となっている．2021年の平均CO2
濃度は418ppmとなっており，工業化（1750年）以前の平均
的な値とされる278ppmと比較すると，実に約50%増の状況と
なっている．
　世界平均気温は工業化以前と比較すると，2017年の時点で
1.0℃以上上昇している（IPCC 2018）．今後，短期間の間に気
温上昇が1.5℃を超える確率は高く，その結果として陸域や

海洋の極端な高温，強い降水や干ばつ，火災を誘発する気象
条件が発生しやすくなり，暑熱による人間の死亡，暖水性サ
ンゴの白化と死滅，干ばつによる樹木の枯死，林野火災によ
る焼失面積の増加，熱帯低気圧による影響の甚大化，海水面
の上昇など，生態系や人間の居住地やインフラに与える被害
増加が懸念されている（IPCC 2022b）．2019年から2020年に
かけてオーストラリア南東部の森林火災により1011m2以上の
面積が類焼したこと，2022年にパキスタンで発生した大洪水
で国土の３分の１が水没したとされたことなどは，映像を通
して鮮明に報道され，我々に衝撃を与えている．温暖化や付
随する地球環境変動に対する対応が喫緊に迫っており，すで
に背水の陣にいることを如実にあらわしている．
　このような状況に対し，2015年フランス・パリで開催され
た第21回国連気候変動枠組条約締結国会議（COP21）におい
て，パリ協定が採択，2016年に発効された（Paris Agreement 
2015）．パリ協定は，京都議定書に代わる，2020年以降の
GHGs排出削減等のための新たな枠組みであり，世界共通の
長期目標として世界平均気温の上昇を工業化以前の２℃以
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内とすることを目標とし，さらに1.5℃に抑える努力を追求
することが合意された．また，今世紀後半までにCO2の実質
排出量をゼロとする目標も設置された．日本国内では，2021
年地球温暖化対策計画の改訂が閣議決定し，GHGsの排出を
2030年度に46%削減（2013年度比），さらに2050年度にGHGs
の排出を全体としてゼロとする『2050年カーボンニュートラ
ル』の実現を目指すことが明文化された（環境省 2022）．
カーボンニュートラルの実現には，CO2排出削減だけでなく，
CO2吸収拡大も重要で，全体として排出量をゼロとすること
で実現する．現在まで，再生エネルギー・省エネルギーの取
り組み，産業・運輸の分野におけるイノベーション支援，分
野横断的脱炭素の取り組みが進められている．CO2排出削減
に関する技術革新は着々と進んでいるものの，CO2吸収拡大
に関しては今後さらなる知見の蓄積と新たな技術の開発が
必要な状況である．

土壌の炭素貯留機能の重要性

　ここでいったん土壌に目を向けたい．『土壌とは，地球の
陸地表層または浅い水の下にあり，岩石の風化や，水，風に
よる堆積作用と生物の活動によりできた有機物と無機物か
らなる粒状物質であり，植物をはじめとする生物を養い，物
質の保持や循環などの機能を持つ．』と定義されている（日
本土壌肥料学会2022）．土壌が持つ機能を表１に示した．土

壌には有機物が貯蔵されており，無数の微生物がこれを餌と
して生息する．微生物は地上より供給された植物や動物遺体
などの有機物を分解し，植物根が吸収できる形に変換する．
また，イオンの形で存在する養分をイオン交換能により交換
吸着し，保持している．さらに，毛管により水を保持し，植
物に供給する．土壌は植物が成長するための物理的・化学的・
生物的な生物生産基盤を提供しており，人類誕生から現在ま
で，食料を生産する基地としての働きを担ってきた．赤道面
における地球の直径が約12,700kmであるのに対し，多くの農
耕地において土壌の厚さは１ｍ程度であり，さらに生物生産
能力を持つのは表層20cm程度に限られている．
　このように物質循環と食料生産の要である土壌は，現在か
つてないレベルの土壌劣化の危機に瀕している（Montanalella 
et al. 2016）．一般に土壌劣化とは，人口増加による土地利用
の変化，それに伴う森林破壊，都市面積の拡大，有害物質に
よる汚染，気候変動，不適切な土壌管理に起因する土壌侵食
（表層土壌の損失を指す），土壌有機物の損失，土壌酸性化，
土壌汚染，土壌の物理的変化（圧縮や封入），土壌中養分の
バランス喪失，土壌塩類化，土壌中の生物多様性の損失を指
し，実際に土壌劣化による被害は甚大となっている．世界連
合食糧農業機関（以下FAO）によると，地球上の全土壌面積
のうち33％においてなんらかの土壌劣化の影響がみられ，
52%の農業土壌において生物生産能力に対する影響があると
されている（FAO and ITPS 2015, ELD 2015）．
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図１　 日本国内で測定された大気中の二酸化炭素濃度の推移．各値は気象庁ホームページに掲載され
ている定点観測値より入手した（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/info/coment.html）.



　大気中のGHGs濃度上昇とそれに伴う気候変動が顕著にな
るにつれ，土壌の有機物貯留の機能―特に炭素貯留（Soil 
Carbon sequestration）―が注目され始めた．図２に2008年から
2017年の間の全球レベルの炭素循環を示した（それぞれの値
はLe Quere et a. 2018およびLal 2018に基づいている）．大気・
植生・海洋・土壌を示す箱の中にある値はそれぞれが貯留し
ている炭素の総量を示している．土壌に貯留されている炭素
の総量は1500GtCほどであり，陸域植生の３倍近く，大気の
２倍から３倍ほどである．我々の足元，地球上に広く薄く存
在している土壌は，実は巨大な収容量を持つ炭素の貯蔵庫で
あると言え，地球温暖化や気候変動の緩和において大きな働
きをすることが期待される（Lal 2004）．日本の地球温暖化対

策計画（環境省 2021）においては，2030年度にGHGs発生
46%減の目標達成のうち，吸収源対策で3.4％貢献できると試
算されており，農地土壌吸収で0.6%が計上されている．

土壌に炭素を貯める！国際的枠組み４パーミルイニシア
ティブ

　COP21において，フランス政府が国際的枠組み４パーミルイ
ニシアティブ（以下４ per 1000）を提案した（図3，https://4p1000.
org/, King et al. 2018, Soussana et al. 2019）．４ per 1000は農林業土
壌が食料安全保障と気候変動の問題解決において決定的な働
きをすることを期待したものである．上述のように，土壌は巨
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１　生産機能 陸上の植物を育てる．土壌で生産された植物は様々な生き物に炭水化物を提供する．

２　保水機能 水を保持する．雨水は土壌に浸透することで一旦涵養されるため，洪水防止に働く．

農地では土壌が保水することで植物に水を供給することができる．

３　分解浄化機能 動植物の遺体や動物の排泄物などの有機物を分解する．

分解に伴い有機物が無機物に変化し（無機化），植物が吸収利用できるようになる．

一部の有害物質を分解し，浄化する微生物も生息する．

４　大気組成維持 大気圏とのガス交換を行い，酸素，二酸化炭素をはじめとした大気組成を維持する．

５　動物の生息環境 微生物，土壌動物，昆虫など，様々な生き物の生息環境を提供し，生物多様性を維持する．

６　人間の生活基盤 道路，鉄道，建物などの基盤となる．

７　各種建材資材の窯業の原料となる．

８　景観の構成要素となる．

表１　生命を支える土壌の機能（松中 2018より改変）

図２　 2008年から2017年の間の全球レベルの炭素循環．矢印は炭素の移動を表している．それぞれの値
はLe Quere et a. 2018 および Lal 2018に基づいている．



大な炭素の貯蔵庫であり，世界中の土壌の表層40cmにおいて炭
素含有量を年間４‰（すなわち0.4%）ずつ増加できれば，大気
CO2濃度の年間増加分を相殺できるという試算に基づいている．
４‰という数値自体は各国が達成しなければならない数値，と
いうものではなく，あくまでも『土壌に炭素を貯める』方向性
を共有するためのネーミングであると認識されている．土壌炭
素貯留を促進すると，大気中のCO2濃度の低下と気候変動緩和
に貢献できるだけでなく，適切な方法を使用すれば〝土壌の健
康〟を高め，土壌劣化を抑制でき，食料生産基盤の安定化につ
ながると考えられており，まさに一石二鳥のコンセプトである．
　ここで〝土壌の健康（Soil health）〟という用語について議
論しておきたい．2000年代までは食料生産や気候の調節，生
物多様性の保全といった機能が注目され，どちらかといえば
人間中心的な観点から〝土壌の健康〟が定義され，〝土壌の
質（Soil quality）〟と同義的に扱われてきた（Kibblewhite et al. 
2008）．しかし，Lal（2016）は土壌の〝質〟と〝健康〟は異
なるものであると指摘した．〝質〟は土壌の機能や土壌が提
供するパフォーマンスについて評価されるのに対し，〝健康〟
は土壌が有限で動的な生きる資源である事柄に注目して評
価される．これに基づき，FAOは〝土壌の健康〟を次のよう
に明確に定義した．〝土壌の健康〟とは『生産性，多様性，
陸上生態系の環境サービスを維持する土壌の能力』である
（FAO and ITPS 2020）．この〝土壌の健康〟の定義は，自然
生態系や農耕地などの管理された土壌に適用され，土壌がも
ともと持つ生物多様性の維持機能，水や物質循環そして気候
の調整といった機能を維持する，また，現在進行している環
境変動や土地利用変化に直面する中でも高いレジリエンス
（適応する能力）を発揮する土壌が〝健康な土壌〟であると

いえる（FAO and ITPS 2020）．
　４ per 1000の実現に向け，特に農耕地を中心とした『土壌
に炭素を貯める』ための方策として次の５つが挙げられてい
る（https://www.4p1000.org/）．

１．土壌表面の保護（カバークロップと不耕起栽培）
２． 炭素に富む資材の土壌投入（堆肥・コンポスト・バイオ
チャー）

３．栽培する作物や植物の種の多様化
４．荒廃した農耕地土壌の再生や森林伐採面積の削減 
５．アグロフォレストリーの拡大

　とくに研究例が蓄積されている１および２については後述
する．これらの具体的方策はFAOが提案している保全型農業
（Conservation agriculture, FAO 2022），近年定義づけが明確と
なってきた再生型農業（Regenerative agriculture, 4per1000 and 
STC 2021）においても推奨されており，共通点や類似点が多
い．必ずしも除草剤，殺虫剤，殺菌剤，化学肥料を使用しな
い〝有機農業〟ではないが，慣行農業で使用されてきたこれ
らの資材使用量を最小限にとどめることがそれぞれ推奨され
ている．これらの方策を用いて長期的に土地管理を実施する
ことにより，土壌の生物多様性の改善，地上部地下部を含め
た生態系の生物活性拡大，水や各栄養分の利用効率向上を期
待でき，結果として作物生産が改善する，または作物生産を
維持することができるとされている（Wiesmeier et al. 2020）．
　一方，これらの『土壌に炭素を貯める』方策を実施してい
く際，土壌はCO2のシンクにもなりうるが，CO2のソースに
なることを明確に勘案しておく必要がある（Bispo et al. 2017, 
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図３　 フランス政府が提唱した国際的枠組み４パーミルイニシアティブ（４ per 1000）のホームページで紹介されている
全体像（https://4p1000.org/）．ホームページからは動画や資料など，多くのリソースにアクセスできる．



Baveye et al. 2018）．土壌中に存在する微生物は，有機物を分
解しエネルギーを得ている．一般的に，有機物分解の最終産
物は好気的環境であればCO2，水田のような嫌気的環境であ
ればCH4である．2019年度における日本のGHGs総排出量に
占める農林水産分野のGHGs排出量が占める割合は3.9%に
上っており，とくに稲作体系から放出されるCH4が大きな割
合を占めている（農林水産省 2021）．土壌微生物の活動が旺
盛な土壌で，分解しやすい有機物が大量に投入され，分解微
生物にとって快適な環境であれば，当然土壌からの炭素排出
は多くなり，土壌はCO2やCH4のソースとなる．数年の期間
で投入した量と排出した量を比較し，投入量が多い場合のみ
に炭素貯留が実現できたといえる（Bispo et al. 2017, Baveye et 
al. 2018）．

土壌表面の保護による土壌の炭素貯留促進

　土壌劣化（とくに土壌侵食）などによる炭素の損失を最小
にするため，土壌を裸地のまま放置しないことが推奨されて
いる（Lal 2004, FAO 2022）．そのためにカバークロップや作
物残渣を敷き詰める．カバークロップには広く緑肥種が用い
られている．農研機構が2020年にまとめた『緑肥利用マニュ
アル』において，緑肥の効果のひとつとして土壌浸食の防止
が挙げられており，土壌表面を保護することにより強度の強
い雨や風などから土壌を物理的に保護するとされている（農
研機構 2020）．さらに土壌表面を覆うことは，雑草の生長を
抑制し（Isik et al. 2009, Saudy et al. 2021），過度な水分の蒸発を
防ぎ（Schappert et al. 2019, Hunter et al. 2021），場合によっては
転圧によるダメージを軽減することができる（Chen and Weil 
2010）．
　また，慣行農業において，耕起は柔らかく均一な土壌表面
を作るためや，競合雑草の繁茂防止のため，播種や定植の前
に広く実施されている．しかし，過度な耕起は土壌の団粒構
造や微細な毛細管の破壊を招く恐れがあり（Six et al. 1998），
さらに土壌有機物が突然酸素にさらされるため，急激な土壌
有機物分解とそれに伴う炭素損失を引き起こす原因となる
場合もある（West and Post 2002）．よって，炭素貯留のために
は，耕起は最小限にとどめるか，不耕起とすることにより，
土壌の攪乱を防ぐことが重要であるとされ（Six et al. 1998, 
Six et al. 2002, Lal 2004），４ per 1000のホームページにおいて
もカバークロップと不耕起が最も重要な炭素貯留の方法で
あると紹介されている（https://4p1000.org/）．
　土壌表面の保護や不耕起による農耕地土壌での４‰レベ
ルの炭素貯留の実現可能性について，現在活発に議論がなさ
れている．多くの事例では，カバークロップ，輪作体制の見
直し，有機物の投入，アグロフォレストリーなどから，複数
の方法を用いて土壌炭素貯留量の拡大を目指している．カザ

フスタン，イタリア，フィンランドの農耕地土壌を対象にし
たモデル研究は，カバークロップと不耕起を用いた保全的農
法の実践により年間４‰の炭素貯留量拡大が可能であると
報告した（Valkama et al. 2020）．ドイツのバイエルン地方の農
耕地を対象にした研究例では，年間１‰の土壌炭素増加にと
どまったが，GHGsの増加分の1.5%を相殺すると試算された
（Wiesmeier et al. 2020）．アフリカのサブサハラの報告では，
アグロフォレストリーや保全型農業の方法を導入すると，一
部の土壌では炭素貯留が増加するが，効果は土壌のタイプ，
サンプリングの方法，作物体系の種類，管理方法，実験の期
間により結果が大きく異なると報告した（Corbeels et al. 
2019）．一般的に，土壌炭素が増加すると，土壌の団粒化が
促進し，黒色が濃くなる．一部の報告では上記の炭素貯留の
方法を用いても土壌炭素貯留は拡大しない，または投入され
た土壌有機物のプライミング効果により逆に損失が起こる
としている報告もある（Keel et al. 2019， Issoufou et al. 2022）．
今後，土壌タイプ，土性，土地利用形態，実施する炭素貯留
の方法のそれぞれの組み合わせにおいて，実際の炭素貯留が
年間４‰のレベルで達成可能か，丁寧なケーススタディの積
み上げが必要であり，さらに包括的な予測モデルの開発が期
待される．

炭素に富む資材の投入による炭素貯留

　炭素を多く含む堆肥やコンポストを施用することは，基本
的に土壌炭素貯留量の増加につながる．日本においては，耕
種農家において『土づくり』という言葉が古くから使われ，
堆肥を中心とした有機物の施用は土壌の物理性・化学性・生
物性を改善するために重要であると認識されている．英国ロ
ザムステッド研究所において，堆肥の投入をはじめとした
114の試験区を３種類の土壌タイプにおいて７年から157年の
間長期連用試験を実施した結果について，Poulton et al. （2018）
は ４ per 1000の目標の観点からその達成度を検討した．その
結果，65%のケースにおいて０-23cmの表層では年間７‰以
上の炭素貯留が拡大していた（４ per 1000では表層40cm程度
をターゲットにしている）．また，最も長期間連用されてい
る（150年以上年間35t ha-１）堆肥の投入の試験区において，
試験開始当初の20年間で年間の炭素貯留拡大は18～43‰に及
んでいた．これは４ per 1000の目標を十分に達成する結果で
あった．一方，実際にこのような方法を農家で運用していく
のは大変難しいことであると指摘し，その理由として，地域
における堆肥の入手可能性に制限があること，農家にとって
不経済な方法であること，法整備等インセンティブが必要で
あることなどが挙げられている．同時に，大幅な土壌炭素貯
留の拡大でなくとも，少しの土壌炭素量増加によって得られ
る利益（土壌の質や健康が向上すること）は大変大きいこと
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も指摘されている．
　また，生物資源を炭化した炭化物であるバイオチャーの利
用により，土壌の質や健康を促進させ，土壌炭素貯留を拡大
する研究は，４ per 1000以前から多く実施されてきた．バイ
オチャーの施用は，酸性土壌pHの補正（Van Zwieten et al. 
2010），仮密度の低下と排水性の向上，陽イオン交換容量の
増加に伴う養分保持力の向上（Liang et al. 2006），微生物バイ
オマスの増加（ただし菌根菌に対する効果は不明点が多い）
（Lehmann et al. 2011）などの具体的な土壌改良につながるこ
とが報告されており，目立った植物生育への悪影響はあまり
ないとされている．農耕地面積当たりのバイオチャー投入割
合は現在までのところ多様で，体積比で１%から10t ha-１とい
うような例もある（Lu et al. 2020）．今後の課題としては，継
続したバイオチャーの施用や長期連用が土壌の質や健康に
与える影響の解明，バイオチャー施用がもともと土壌に存在
している有機物に与えるプライミング効果など，実用にあ
たって発生する課題の抽出と解決法の提案，バイオチャー施
用が菌根菌など共生菌の動態に与える影響の解明などが挙
げられる．

４ per 1000提唱後の世界と日本国内の動き

　以上のように，農地などの土壌中にバイオマス炭素や有機
態炭素を貯留し，大気に戻らないようにした上で行う生物生
産方式を，近年『カーボンファーミング（Carbon farming）』
と呼ぶようになり（Lal 2020，日経新聞 2022），４ per 1000提
唱以降，土壌の炭素貯留の重要性が広く知られるようになっ
た．実際の動きが盛んなのは欧州連合（EU）で，カーボン
ファーミングが法制化される予定である（日経新聞 2022）．
土壌炭素貯留が認証されるシステムが構築されれば，カーボ
ンファーミングで生産される農産物に対して付加価値が与
えられる可能性がある．
　日本国内では，山梨県が他に先駆けて『やまなし４パーミ
ル・イニシアチブ農産物等認証制度』を策定している（山梨
県 2022）．果樹王国である同県の果樹園圃場では，剪定枝廃
棄物が多く発生する．剪定枝に含まれる多くの炭素を炭化物
にすることで分解しにくい炭素とし，圃場に戻す．また，草
生栽培や剪定枝チップの敷き均し，堆肥の施用を実施する．
このような土壌炭素貯留につながる取り組みを実施して栽
培していることを認証された圃場では，生産された果物に認
証マークを付けて販売することが可能になる．消費者にとっ
てはカーボンファーミングの付加価値を持った農産物を選
ぶという選択肢が増え，生産者にとっては生産物の競争力強
化につながる仕組みである．このような実践的取り組みを全
国的に広げるために，日本国内で実践可能なカーボンファー
ミングの方法や効果に関する知見の蓄積が急務である．

都市緑地における炭素貯留拡大の意義とその方法

　保全型農業，再生型農業，カーボンファーミング，これら
の土壌炭素貯留の主戦場は前述の通り農地である．一方，現
在地球人口の50%が都市域に居住しており，この割合は2030
年には60%，2050年には70%になると予想されている（Lal 
2013）．現在，日本では国土に占める都市面積の割合は約９
%を占め，農地面積（12%）と比較可能なほど広大である（国
土交通省 2022a）．都市部地表面の多くはアスファルトに覆
われ，植物の培地や水の涵養といった土壌の基本的機能が失
われている（FAO and ITPS 2022）．都市域内外に残された都
市緑地や都市農地はグリーンインフラと呼ばれ，多様な生物
が生息する場を提供し，雨水を貯留し防災や減災に役立ち，
河川の水質維持に貢献するなど，景観を含む生活環境の改善
や生物多様性の維持に必要不可欠である（Tzoulas et al. 
2007）．2017年に閣議決定された国土形成計画，第４次社会
資本整備重点計画では，「国土の適切な管理」「安全・安心で
持続可能な国土」「人口減少・高齢化等に対応した持続可能
な地域社会の形成」といった課題への対応の一つとして，グ
リーンインフラの取組を推進することが盛り込まれている
（国土交通省 2022b）．また，2024年からは森林環境税が国
税として１人年間1,000円が賦課徴収されることが盛り込ま
れており，グリーンインフラと合わせ，都市域では里山等残
る緑の管理が促進すると期待される．
　このような都市周辺の緑地管理で問題となるのが，管理で
発生した廃棄物の処分である．高頻度の剪定では剪定枝が大
量に排出する．また，近年台風や強風などによる倒木落下枝
の発生量は増加傾向である．堆肥化の設備がない場合は，こ
れらの木質廃棄物は焼却処分されることになり，含有する多
量の炭素はCO2となり大気に放出し，温暖化の原因となる．
農地を中心に実践されつつあるカーボンファーミングの概
念を，都市緑地にもあてはめ，温暖化や気候変動の緩和に役
立てることができれば，都市緑地の機能をより生かすことに
つながり，その価値を最大限にすることができると考えられ
る．例えば，都市緑地の管理で発生した木質廃棄物を焼却処
分せず，チップ化，炭化，または堆肥化を実施し，気候変動
に関与しない（しにくい）炭素として土壌に炭素貯留を進め
ることは様々な意味で重要である．１つ目に，都市周辺の植
物に取り込まれた量に相当するCO2を大気から削減すること
につながる．先行研究において，チップ化した剪定枝を敷き
均すことにより，剪定枝に含まれていた20％の炭素は分解さ
れて大気に戻っていくものの，30％は腐植物質として長い期
間土壌に貯留されると試算されている（高橋ら 2014）．２つ
目に，炭素貯留増加に伴い，土壌肥沃度が改善し，緑地の生
産力が向上する可能性がある．３つ目にグリーンインフラを
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含む都市緑地の管理を，市民団体やNGOが中心となって実
施しているケースがあり，取り組む人々が地域の緑の管理を
通し，自分事として温暖化および気候変動緩和の意識を共有
する機会となる．たとえ規模が小さくても市民が管理する緑
地や農地においてカーボンファーミングが草の根的に拡大
することが期待される．このような考え方が広く共有される
ようになれば，都市域に住む人々が，消費者として農産物を
購入する際，カーボンファーミングで生産された農産物を選
ぶ動機となる等，ポジティブなループ形成につながるかもし
れない．

４パーミルイニシアティブ＠まつどの実現に向けた展望

　都市緑地における土壌炭素貯留の取り組みは，貴重な都市
域のグリーンインフラ管理や維持活動を促進するだけでな
く，実際的な気候変動緩和の効果，さらに人々の意識の変化
やそれに伴う次世代を担う子供たちへの環境教育の効果が
大いに期待できるという点で，農地を中心としたカーボン
ファーミングにはない魅力がある．
　このような考え方に基づき，園芸学研究院園芸環境科学講
座では，2021年に『４パーミルイニシアティブ＠まつど』の
構想に至った．これは都市緑地や都市農地を対象とした炭素
貯留技術の最先端を目指す研究プロジェクトであり，研究で
得られた成果を市民と共有し，実際に地域社会と協働するこ
とで，地球温暖化対策活動を目指す多面的プロジェクトであ
る．現在までのところ，農地以外の都市域において炭素貯留
を念頭とした研究例は少なく，園芸環境科学講座のような多
様な研究背景を持つ研究者群が取り組んだ報告例も見当た
らないため，大変ユニークな取り組みとなる．本プロジェク
トで設定した目標は次の４点である．

１． 土壌への炭素貯留方法の確立：剪定枝などの木質バイオ
マスの堆肥やバイオ炭を土壌に施用して炭素の動態（分
解・無機化特性）を調査して炭素貯留の効果を評価し，
有効な施用方法を明らかにする．

２． 炭素貯留の土壌および植物への影響解明：炭素貯留によ
る土壌の理化学性・生物性の変化，土壌肥沃土への影響
を調査し，施用土壌における植物の生育への影響や雑草
抑制効果を明らかにする．同時に，窒素飢餓（炭素含量
の高い資材の土壌施用により生じる一時的な窒素欠乏）
を回避する方法を確立する．

３． 付加価値としての植物病害防除技術の確立：木質バイオ
マスの堆肥やバイオ炭を土壌に施用した場合の，土壌伝
染性病害の抑制効果を明らかにする．また，バイオ炭に
有用微生物を定着させ，土壌還元消毒の促進資材や，養
液栽培の水媒性病害を予防する栽培基質として活用す

る方法を確立する．
４． 市民参加活動の展開：市民や緑地管理団体などを対象に
ワークショップやセミナーを開催して炭素貯留に関す
る知識や技術，研究成果を共有し，地球温暖化抑制を協
働的に推進する基盤を整備する．

　本プロジェクトでは，松戸キャンパスを対象の中心として
展開するため，『＠まつど』とネーミングしている．松戸市
で策定された『みどりの基本計画』（松戸市 2022）の方針と
もよく一致しており，松戸市や市民と協働して展開すること
が期待される．松戸キャンパスは，明治42年（1909年）に千
葉県立園芸専門学校として創立されて以降，110年以上にわ
たって緑を豊かに蓄え，グリーンインフラの機能を提供して
きた．その価値は研究成果を生み出すことによりさらに増し
ている．本プロジェクトを通して，土壌炭素貯留研究を促進
し，実践的に取り組み，カーボンニュートラルに貢献できる
はずである．また，プロジェクト活動を通して，とくに若い
世代の市民と研究成果の共有を進め，次世代の環境教育を実
施し，先人が築き上げてきた松戸キャンパスのレガシーをさ
らに高めることが期待される．

和文抄録

　大気二酸化炭素（CO2）濃度は工業化以前と比較すると約
50%増加しており，温暖化や気候変動など深刻な影響をもた
らしている．日本国内では，CO2の排出を2030年度に46%削減，
さらに『2050年カーボンニュートラル』を目指している．カー
ボンニュートラルには，CO2排出削減だけでなく，CO2吸収
拡大も重要で，全体として排出量をゼロとすることで実現す
る．土壌には，陸域植生の３倍近く，大気の２倍以上の炭素
が貯留されており，その貯留量を増加させることにより，温
暖化・気候変動の緩和を目指す『炭素貯留』の技術が注目さ
れている．本稿では，土壌炭素貯留の技術として，土壌表面
の保護や炭素を含む物質の土壌還元について詳しく紹介す
る．また，とくに都市緑地に着目し，緑地の管理においてグ
リーンインフラの機能を維持するだけでなく，排出される木
質廃棄物を炭素貯留に利用することで，温暖化や気候変動の
緩和に貢献する可能性について言及する．実践的研究プロ
ジェクトとして『４パーミルイニシアティブ＠まつど』を提
案する．
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